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１．現行制度の概観

財産被害の未然・拡大防止、回復に関する制度として典型的に想定されるもの

〇民事的手法
・通常の民事訴訟

〇行政的手法
・各行政庁の監督権限に基づく処分

〇刑事的手法
・刑罰法規による禁止、違反に対する刑罰

上記のほかにも、特に集団的被害
の拡大防止、回復に資する制度と
して次頁に挙げるものがある
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１．現行制度の概観
〇民事的手法
・集団訴訟（消費者裁判手続特例法）

〇行政的手法
・課徴金納付命令（景品表示法）

・破産手続開始申立（金融機関等の更正手続の特例に関する法律）
・解散命令（会社法）

・指示（特定商取引法）
・業務停止命令・業務禁止命令（特定商取引法、預託法等）
・多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
・注意喚起（消費者安全法）

〇刑事的手法
・被害回復給付金支給制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律）

〇その他特別な制度
・犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律（通称「振り込め詐欺救済法」）
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２．民事的手法
（１）集団訴訟（消費者裁判手続特例法）
ア．概要
特定適格消費者団体が、事業者の不当な行為により生じた財産的被害を集団的
に回復するための制度。
特定適格消費者団体は、民事保全法の規定により、仮差押命令の申立てをする
ことができる（同法58条）。

イ．運用状況
平成28年（2016年）10月の運用開始から現在までに、共通義務確認の訴えが、
5事業者を被告として提起（訴訟件数としては４件）。
仮差押命令の申立事例は１件。

ウ．主な事案
・大学入試において得点調整が行われていた事案
・給与ファクタリングと称する利息制限法・出資法違反の事案
・情報商材に関する事案
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３．行政的手法
（１）課徴金納付命令（景品表示法）
ア．概要
優良誤認表示行為、有利誤認表示行為を行った事業者に対し、課徴金を賦課す
る制度（景品表示法8条以下）。事業者が法定の手続に従って、消費者に対する
返金を実施した場合、返金した金額が課徴金額から減額される（同法10条）。

イ．運用状況

出典：消費者庁「景品表示法に基づく法的措置件数の推移及び措置事件の概要
の公表(令和4年1月31日現在)」
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３．行政的手法
（１）課徴金納付命令（景品表示法）
ウ．主な事案
【一般】
・製薬会社のウィルス除菌商品における誤認表示事案
・生活雑貨用品会社の電気ケトルにおける誤認表示事案

【返金措置】
・食品販売会社の健康食品における誤認表示事案
・オンラインゲーム会社の景品キャンペーンにおける誤認表示事案
・自動車会社における軽自動車の燃費表示における誤認表示事案
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３．行政的手法
（２）破産手続開始申立（金融機関等の更正手続の特例に関する法律）
ア．概要
金融機関等（金融機関〔銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工組合中央金
庫〕、金融商品取引業者、保険会社及び少額短期保険業者）の破産手続につい
て、監督官庁に破産手続開始の申立権を付与。
金融機関が実質的には破綻していても、資金の流動性が確保される限り事業を
継続することによって、更に経営状態が悪化し、預金者等への過大な負担が生
じ、破綻処理コストが一層増大する。これを防止するため、金融機関の監督検
査権を持ち、その内容や財務状況等をよく知り得る立場にあり、預金者等保護
に責任を負う監督官庁に申立権を認め、早期の破綻処理を可能にすることがそ
の目的とされる。
※消費者庁「行政による経済的不利益賦課制度及び財産の隠匿・散逸防止について」
（平成25年6月）23頁参考

イ．運用状況
金融庁長官が、証券会社に対して破産手続開始の申立て及び保全管理命令の申
立てを行った事案（平成20年）。
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３．行政的手法
（３）解散命令（会社法）
ア．概要
会社の存在が公益を害する一定の場合に、裁判所が、法務大臣又は株主、社員、
債権者その他の利害関係人の申立てにより、会社の解散を命ずることができる
（同法824条）。
解散命令が下された会社は解散し、清算手続が開始する（同法475条1号）。

イ．運用状況
直近7年間 の裁判所への申立件数（※法務省で把握されている件数。令和4年2月現在）

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年

2 0 1 2 1 3 0
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３．行政的手法
（４）指示（特定商取引法）、業務停止命令・業務禁止命令（特定商取引法、預託法等）
ア．概要
○指示
・主務大臣は、事業者の一定の違反行為により、取引の公正及び消費者の利益が害される
おそれがあると認めるときは、当該違反又は当該行為の是正のための措置、購入者等の
利益の保護を図るための措置その他の必要な措置をとるべきことを指示することができ
る（特定商取引法7条、14条、22条等）。

○業務停止命令
・行政規制違反に対し、一定の要件の下、業務の全部または一部を停止することを命ずる
ことができる（特定商取引法8条1項、15条1項、23条1項等、預託法7条1項）。

・上記以外にも、監督官庁による業務停止命令として、金融商品取引法52条１項、保険
業法132条1項等がある。

○業務禁止命令
・法人に対して業務停止命令を行う場合、その役員および命令の前60日以内に役員で
あった者並びに（統括的な立場の）使用人に対し、業務停止命令の範囲の業務を個人事
業主として新たに開始すること、または当該業務を行う別法人の役員となることの禁止
を命ずることができる（特定商取引法8条の２、15条の２、23条の２等）。

・改正預託法でも、一定の要件の下、個人に対して業務の禁止を命ずることができる（改
正預託法20条（令和4年6月1日施行））。
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３．行政的手法
（４）指示（特定商取引法）、業務停止命令・業務禁止命令（特定商取引法、預託法等）
イ．運用状況（特定商取引法）

出典：消費者庁「特定商取引法違反に基づく処分件数の推移の公表について（令和3年4月1日
現在） 」
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３．行政的手法
（４）指示（特定商取引法）、業務停止命令・業務禁止命令（特定商取引法、預託法等）
ウ．主な事案（特定商取引法、預託法）
・化粧品、健康食品等を扱う連鎖販売業者である会社に対し、3か月間の取引等停止命令、違反行為の是
正等の指示。役員等に対し、3か月間の業務禁止命令（勧誘目的不明示・迷惑勧誘等）（令和3年）

・リフォーム工事の訪問販売業者である会社に対し、6か月間の業務停止命令、違反行為の是正等の指示。
役員等に対し、6か月間の業務禁止命令（勧誘目的不明示・不実告知等）（令和3年）

・情報商材の訪問販売事業者である会社に対し、3か月間の業務停止命令、業務改善の指示。役員等に対
し、3か月間の業務禁止命令（勧誘目的等不明示、適合性原則違反）（令和3年）

・オンラインカジノの連鎖販売取引業者に対し、15か月間の取引等停止命令、再発防止策・コンプライ
アンス体制構築の指示、15か月間の業務禁止命令（事実不告知）（令和3年）

・カード型USBメモリを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三
者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供
する訪問販売事業者に対し、24か月間の業務停止、違反行為の発生原因の調査報告、再発防止策・コ
ンプライアンス体制構築等の指示（不実告知）（令和元年）

・家庭用永久磁石磁気治療器の預託等取引業者、販売業者、役務提供事業者及び連鎖販売事業者に対し、
３か月間の業務停止、違反行為の是正に必要な措置をとるべき旨指示（書面の交付義務違反、書類の備
置き義務違反（預託法）、勧誘目的等不明示（特定商取引法） ）（平成28年）
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
ア．概要
○勧告（同法40条4項）
・内閣総理大臣は、多数消費者財産被害事態が発生した場合（当該多数消費者財産被害事
態による被害の拡大又は当該多数消費者財産被害事態と同種若しくは類似の多数消費者
財産被害事態の発生（以下この条において「多数消費者財産被害事態による被害の発生
又は拡大」という。）の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づく措置があ
る場合を除く。）において、多数消費者財産被害事態による被害の発生又は拡大の防止
を図るため必要があると認めるときは、当該多数消費者財産被害事態を発生させた事業
者に対し、消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引の取りやめその他の
必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。
○命令（同法40条5項）
・内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくてその勧
告に係る措置をとらなかった場合において、多数消費者財産被害事態による被害の発生
又は拡大の防止を図るため特に必要があると認めるときは、当該事業者に対し、その勧
告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
○補足
・多数消費者財産被害事態
同法２条８項
この法律において「多数消費者財産被害事態」とは、第五項第三号に掲げる事態
のうち、同号に定める行為に係る取引であって次の各号のいずれかに該当するも
のが事業者により行われることにより、多数の消費者の財産に被害を生じ、又は
生じさせるおそれのあるものをいう。
一 消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当な取引であって、事業者が
消費者に対して示す商品、役務、権利その他の取引の対象となるものの内容又は
取引条件が実際のものと著しく異なるもの
二 前号に掲げる取引のほか、消費者の財産上の利益を侵害することとなる不当
な取引であって、政令で定めるもの
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
○補足
・多数消費者財産被害事態
同法２条５項
この法律において「消費者事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。
一 事業者がその事業として供給する商品若しくは製品、事業者がその事業のた
めに提供し若しくは利用に供する物品、施設若しくは工作物又は事業者がその事
業として若しくはその事業のために提供する役務の消費者による使用等に伴い生
じた事故であって、消費者の生命又は身体について政令で定める程度の被害が発
生したもの（その事故に係る商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより生じ
たものでないことが明らかであるものを除く。）
二 消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用等が行われた事態で
あって、前号に掲げる事故が発生するおそれがあるものとして政令で定める要件
に該当するもの
三 前二号に掲げるもののほか、虚偽の又は誇大な広告その他の消費者の利益を
不当に害し、又は消費者の自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある行為
であって政令で定めるものが事業者により行われた事態
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
○補足
・多数消費者財産被害事態

同法施行令
（消費者の利益を不当に害する等のおそれがある行為）
第三条 法第二条第五項第三号の政令で定める行為は、次に掲げる行為とする。
一 商品等又は役務について、虚偽の又は誇大な広告又は表示をすること。

二 消費者との間の契約（事業として締結するものに限る。以下この条において同じ。）に関し、その締結について消費者
を勧誘するに際して、又は消費者による当該契約の申込みの撤回、解除若しくは解約を妨げるため、次のイからニまでのい
ずれかに該当する行為をすること。

イ 当該契約に関する事項であって、消費者の当該契約を締結するかどうか又は当該契約の解除若しくは解約をするかどう
かについての判断に通常影響を及ぼすものについて、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げること。

ロ 当該契約の目的となる商品、製品、役務、権利その他のものに関し、将来におけるその価額、将来において消費者が受
け取る金額、その使用等により将来において生ずる効用その他の事項であって将来における変動が不確実なものについて断
定的判断を提供すること。

ハ 消費者が事業者に対し、消費者の住居又は消費者が業務を行っている場所から退去すべき旨の意思を示したにもかかわ
らず、それらの場所から退去しないこと。

ニ 消費者が事業者に対し、当該契約の締結について勧誘し、又は消費者が当該契約の申込みの撤回、解除若しくは解約を
しようとしている場所から退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から消費者を退去させないこと。

三 前号に掲げるもののほか、消費者との間の契約の締結若しくは履行又は消費者による当該契約の申込みの撤回、解除若
しくは解約に関し、消費者を欺き、又は威迫して困惑させること。

（次頁へ）
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
○補足
・多数消費者財産被害事態

四 次のイ又はロのいずれかに該当する契約を締結し、又は当該契約の締結について消費者を勧誘すること。

イ 消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）第四条第一項から第四項までの規定その他の消費者と事業者との間の契約
の申込み又はその承諾の意思表示の取消しに関する法律の規定であって消費者の利益の保護に係るものとして内閣府令で定
めるものによって消費者が当該契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消すことができることとされる契約

ロ 消費者契約法第八条第一項又は第八条の二から第十条までの規定その他の消費者と事業者との間の契約の条項の効力に
関する法律の規定であって消費者の利益の保護に係るものとして内閣府令で定めるものによって無効とされる契約の条項を
含む契約

五 消費者との間の契約に基づく債務又は当該契約の解除若しくは解約によって生ずる債務の全部又は一部の履行を正当な
理由なく、拒否し、又は著しく遅延させること。

六 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）第四条の規定に違反して景品類を提供すること。

七 前各号に掲げるもののほか、消費者との間の契約の締結若しくは履行又は消費者による当該契約の申込みの撤回、解除
若しくは解約に係る事業者の行為の規制に関する法律の規定であって、消費者の利益の保護に係るものとして内閣府令で定
めるものに違反する行為をすること。
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態が発生した場合の勧告・命令（消費者安全法）
イ．運用状況

出典：消費者庁「平成29年度における消費者安全法（財産分野）の運用状況に
ついて」（平成30年4月20日）
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３．行政的手法
（５）多数消費者財産被害事態の場合の勧告・命令（消費者安全法）
ウ．勧告がされた事案
・インターネットを用いたオンラインゲーム事業の紹介者を募集する事業者が、
必ず儲かるかのように消費者に告げていた事案（断定的判断の提供）（平成25
年度）

・有料老人ホーム事業を営んでいるかのように装って社債の募集を行っていた事
業者が、拠点も老人ホーム設置の届出もなく、事業実態がないことが判明した
事案（不実の告知）（平成25年度）
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３．行政的手法
（６）注意喚起（消費者安全法）
ア．概要
消費者庁は、消費者被害の発生又は拡大の防止のために必要があると認めると
きは、消費者に対する注意喚起、関係行政機関の長等に対する情報提供を行う
（消費者安全法38条1項）。

イ．運用状況

出典：消費者庁「令和2年度における消費者安全法（財産分野）の運用状況に
ついて」（令和3年6月4日）
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３．行政的手法
（６）注意喚起（消費者安全法）
ウ．主な事案
【消費者安全法に基づく注意喚起を単独で実施】
・毎月10万円もうかるビジネスなどとうたい、多額の金銭を支払わせる事業者

2社に関する注意喚起（令和2年度）
・「あなたの土地を売ってくれませんか。」などと原野などの売却を持ちかけ、
消費者に金銭などの被害をもたらす事業者に関する注意喚起（令和2年度）

・「商品先物取引で被った損失を取り戻せる」などとうたい、高額な金銭を支払
わせる株式会社に関する注意喚起（令和2年度）

【特定商取引法に基づく行政処分と併せて注意喚起を実施】
・特定商取引法の業務停止命令等が発せられた結果、別会社名義で実施された役
務の訪問販売に関する注意喚起（令和元年度）
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４．刑事的手法
（１）被害回復給付金支給制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関

する法律）
ア．概要
組織的犯罪処罰法により、財産犯等の犯罪行為により犯人が被害者から得た財
産等（犯罪被害財産※）について、一定の場合にその没収・追徴を行うことが
でき、また、犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律により、
没収・追徴した犯罪被害財産や外国から譲与を受けたこれに相当する財産を用
いて、被害者等に対し、被害回復給付金が支給される。

イ．運用状況
令和2年に被害回復給付金支給手続の開始決定が行われたのは13件であり、開始
決定時における給付資金総額は約５億6,541万円であった（官報による）。

出典：令和3年版「犯罪白書」277頁

※財産犯等の犯罪行為によりその被害を受けた者から得た財産又はその財産の保有や処分に基づき得

た財産（組織的犯罪処罰法13条2項）
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４．刑事的手法
（１）被害回復給付金支給制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律）

○補足 組織的犯罪処罰法１３条２項各号

一 財産に対する罪

二 刑法第二百二十五条の二第二項の罪に係る第三条（組織的な拐取者身の代金取得等）の罪

三 刑法第二百二十五条の二第二項（拐取者身の代金取得等）又は第二百二十七条第四項後段（収受者身の代金取得等）の罪

四 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第百九十五号）第五条第一項後段（高金利の受領）、第
二項後段（業として行う高金利の受領）若しくは第三項後段（業として行う著しい高金利の受領）、第五条の二第一項後段（高保証料の
受領）若しくは第五条の三第一項後段（保証料がある場合の高金利の受領）、第二項後段（保証があり、かつ、変動利率による利息の定
めがある場合の高金利の受領）若しくは第三項後段（根保証がある場合の高金利の受領）の罪、同法第五条第一項後段若しくは第二項後
段、第五条の二第一項後段若しくは第五条の三第一項後段、第二項後段若しくは第三項後段の違反行為に係る同法第八条第一項（高金利
の受領等の脱法行為）の罪、同法第五条第三項後段の違反行為に係る同法第八条第二項（業として行う著しい高金利の受領の脱法行為）
の罪又は同法第一条若しくは第二条第一項の違反行為に係る同法第八条第三項（元本を保証して行う出資金の受入れ等）の罪

五 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）第二十九条（不正の手段による補助金等の受交付
等）の罪

六 航空機工業振興法（昭和三十三年法律第百五十号）第二十九条（不正の手段による交付金等の受交付等）の罪

七 人質による強要行為等の処罰に関する法律（昭和五十三年法律第四十八号）第一条から第四条まで（人質による強要等、加重人質強
要、人質殺害）の罪

八 金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成八年法律第九十五号）第五百四十九条（詐欺更生）の罪

九 民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）第二百五十五条（詐欺再生）の罪

十 会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）第二百六十六条（詐欺更生）の罪

十一 破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条（詐欺破産）の罪

十二 海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律（平成二十一年法律第五十五号）第二条第四号に係る海賊行為に係る同法第三
条第一項（人質強要に係る海賊行為）又は第四条（人質強要に係る海賊行為致死傷）の罪
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４．刑事的手法
（１）被害回復給付金支給制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律）

○補足 組織的犯罪処罰法１３条２項の適用を受ける前提として、同条１項各号のいずれかの財産に該当する必要がある。

同法13条1項

一 犯罪収益（第六号に掲げる財産に該当するものを除く。）

二 犯罪収益に由来する財産（第六号に掲げる財産に該当する犯罪収益の保有又は処分に基づき得たものを除く。）

三 第九条第一項の罪に係る株主等の地位に係る株式又は持分であって、不法収益等（薬物犯罪収益、その保有若しくは処分に基づき得た財産
又はこれらの財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産であるもの（第四項において「薬物不法収益等」という。）を除く。以下この項
において同じ。）を用いることにより取得されたもの

四 第九条第二項又は第三項の罪に係る債権であって、不法収益等を用いることにより取得されたもの（当該債権がその取得に用いられた不法
収益等である財産の返還を目的とするものであるときは、当該不法収益等）

五 第十条又は第十一条の罪に係る犯罪収益等

六 不法収益等を用いた第九条第一項から第三項までの犯罪行為又は第十条若しくは第十一条の犯罪行為により生じ、若しくはこれらの犯罪行
為により得た財産又はこれらの犯罪行為の報酬として得た財産

七 第三号から前号までの財産の果実として得た財産、これらの各号の財産の対価として得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他
これらの各号の財産の保有又は処分に基づき得た財産

同法２条２項

２ この法律において「犯罪収益」とは、次に掲げる財産をいう。

一 財産上の不正な利益を得る目的で犯した次に掲げる罪の犯罪行為（日本国外でした行為であって、当該行為が日本国内において行われたと
したならばこれらの罪に当たり、かつ、当該行為地の法令により罪に当たるものを含む。）により生じ、若しくは当該犯罪行為により得た財産
又は当該犯罪行為の報酬として得た財産

イ 死刑又は無期若しくは長期四年以上の懲役若しくは禁錮の刑が定められている罪（ロに掲げる罪及び国際的な協力の下に規制薬物に係る不
正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号。以下「麻薬特例法」
という。）第二条第二項各号に掲げる罪を除く。）

ロ 別表第一（第三号を除く。）又は別表第二に掲げる罪
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４．刑事的手法
（１）被害回復給付金支給制度（犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関

する法律）
ウ．主な事案
・投資金名目詐欺事件（令和3年）
・違法な高金利を取り立てていたヤミ金融事件（令和2年）
・詐欺グループによる警察官等を装った特殊詐欺事件（令和2年）
・出資金等名下詐欺事件（令和元年）
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５．その他特別な制度
（１）振り込め詐欺救済法
ア．概要
振り込め詐欺等の犯罪行為による被害者に対する被害回復分配金の支払等のた
め、預金等に係る債権の消滅手続及び被害回復分配金の支払手続等を定める。
一般的に対象となる犯罪行為としては、オレオレ詐欺、架空請求詐欺、融資保
証金詐欺、還付金等詐欺のほか、ヤミ金融や未公開株式購入に係る詐欺等が該
当する。
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５．その他特別な制度
（１）振り込め詐欺救済法
イ 運用状況

出典：預金保険機構「振り込め詐欺救済法に基づいて令和2年度中に実施した公
告について」（令和3年5月7日）


